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第１章 計画の基本事項 

第１節 第８期計画策定の趣旨 

高齢者保健福祉計画（老人保健福祉計画）は、介護保険事業計画と一体の計画として策定さ

れていましたが、介護保険事業が平成21年度から後志広域連合を保険者として実施されている

ため、介護保険事業計画は後志広域連合で作成します。そのため、赤井川村高齢者保健福祉計

画は前期計画と同様、後志広域連合が策定する介護保険事業計画と分離し策定することになり

ます。 
 

第２節 計画の位置づけ 

１ 計画の根拠と位置づけ 

高齢者（老人）保健福祉計画は、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８の「市町

村は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第２条第４項の基本構想に即して、老人居宅生活

支援事業及び老人福祉施設による事業の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福

祉計画」という。）を定めるものとする。」の規定に基づき、法定計画として位置づけられて

おります。 

第７期高齢者保健福祉計画（平成30年度～令和２年度）の期間が終了するため、必要な見

直しを加えた第８期高齢者保健福祉計画を策定いたしました。 
 

２ 関連計画との整合 

高齢者保健福祉計画は、第４期赤井川村総合計画を上位計画として、高齢者福祉施策を推

進するための計画と位置づけ、本計画に係る具体的な事業は総合計画の実施計画との調整を

行って進めるとともに、後志広域連合が作成する介護保険事業計画との整合を図っていきま

す。また、障害者基本法、障害者総合支援法に基づく計画（赤井川村障がい者計画・障がい

福祉計画・障がい児福祉計画）、健康増進法に基づく赤井川村健康づくり計画など、密接に係

る計画等との整合を図っていきます。（P4参考） 
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第３節 計画の期間 

高齢者保健福祉計画の期間は、３年を１期として運営される介護保険事業と連携して策定す

るため、介護保険事業に合わせ令和３年度から令和５年度までの３年間となります。令和４年

度中より計画の見直しに着手し、令和６年度を計画の開始期となる第９期計画を策定する予定

です。 

図１-２ 計画策定のスケジュール 

平成３０

年度 

令和元

年度 

令和２ 

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６

年度 

令和７

年度 

令和８

年度 

第７期計画 第８期計画 第９期計画 

 

 

 

 

 

        

 

第４節 計画策定の体制 

本計画の策定にあたっては、赤井川村保健福祉推進会議において、高齢者の住民活動者、福

祉医療等関係者、学識経験者と多くの関係者の協力を得て、本村の特性に応じた事業の展開を

推進するため、協議検討を行い策定しました。 

図１-３ 計画策定体制図 
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第２章 高齢者を取り巻く現状 

第１節 人口等の動向 

１ 人口等の推移 

今後、本村の総人口が減少することに伴い高齢者人口も減少しますが、65歳未満人口の減少

が高齢者人口の減少を上回ることから、高齢化率は上昇していくことが見込まれていますが、

令和７年度の高齢化率の推計は32.1％と現在の水準が維持されています。 

表２－１－１ 赤井川村の総人口と高齢者人口の推移 

 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ７年度 12年度 17年度 22年度 

総人口 1,129 人 1,158 人 1,185 人 1,196 人 1,179 人 1,149 人 1,029 人 924 人 822 人 728 人 

高齢者人口 373 人 367 人 365 人 368 人 376 人 369 人 330 人 304 人 286 人 282 人 

高齢化率 33.0％ 33.0％ 31.7％ 30.8％ 31.9％ 32.1％ 32.1％ 32.9％ 34.8％ 38.7％ 

75歳以上人口 193 人 197 人 193 人 196 人 200 人 190 人 204 人 203 人 172 人 156 人 

65～74歳人口 180 人 170 人 172 人 172 人 176 人 179 人 126 人 101 人 114 人 126 人 

40～64歳人口 385 人 381 人 378 人 371 人 359 人 356 人 364 人 348 人 310 人 251 人 

※太字斜体は推計値 

※平成 27 年度から令和 2年度は実績値、推計値については、北海道職員自主研究グループ「『見える化』システム勉強会」

より提供された推計ツールを利用し、赤井川村において独自推計。 

 

図２－１－１ 赤井川村の総人口と高齢者人口の推移 

 

※上記表２－１－１をもとに作成 
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２ 高齢者のいる世帯の状況 

本村の高齢者のいる世帯は平成27年に336世帯となっており、全世帯に占める割合は63.2％で

す。その内訳をみると、高齢単独世帯が増加傾向であり、高齢夫婦世帯や高齢同居世帯は減少

傾向となっています。 

表２－１－２ 高齢者世帯等の推移 

 17年 22年 27年 

世帯数 構成比 世帯数 構成比 世帯数 構成比 

一般世帯 605 100.0 618 100.0 532 100.0 

高齢者のいる世帯 336 55.5 331 53.6 336 63.2 

 高齢単独世帯 50 8.3 70 11.3 77 14.5 

 高齢夫婦世帯 72 11.9 73 11.8 66 12.4 

 高齢同居世帯 156 25.8 112 18.1 110 20.7 

※国勢調査 
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第２節 高齢者の社会参加状況 

１ 社会参加の状況 

 

（１）老人クラブ 

老人クラブは、「赤井川村悠楽会」があり、主な活動内容は、教養の向上や健康の増進、

レクリエーション、ボランティア活動、地域社会との交流などの活動をしています。また、

会員の高齢化・減少等の課題から、シニア層（定年後世代）・アクティブシルバー層（活動

的な高齢者）の加入を促すため、活動の場を通じてのニーズ把握やPR活動を行い、会員数

は横ばいで推移しています。 

表２－２－１ 赤井川村悠楽会年代別会員数 

 69 歳以下 70～74 歳 75～79 歳 80～84 歳 85 歳以上 計 

会員数 ４人 ４人 12 人 11 人 10 人 41 人 

※令和2年12月末現在 

 

 

（２）生涯学習 

高齢者の生涯学習の場として、悠楽学園大学を毎月開催し、身近な生活・健康・福

祉・趣味などについて学習するとともに、高齢者間の交流を図っています。 

表２－２－２ 悠楽学園大学受講者数 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

受講者延べ人数 305 人 285 人 219 人 

修業証書授与者 41 人 43 人 41 人 

※令和元年度、令和2年度においては、新型コロナウィルス感染症の影響でそれぞれ1講座中止となっている。 

※令和2年度受講者延べ人数は令和2年12月末現在、修業証書授与者は予定。 
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（３）スポーツ活動 

高齢者対象のスポーツとして、パークゴルフなどが行われており、健康づくり・体力づ

くり、そして、生きがいづくりや仲間との交流の場として、多くの高齢者が参加していま

す。 

 

（４）文化活動 

住民の自主的な活動として、囲碁や将棋、カラオケなどがあります。仲間との情報交換

や親睦を深めるなど、交流が図られています。 

毎年11月に行われる赤井川村文化祭では、個人、グループホーム、デイサービス、高齢

者サロンからの作品出展がみられます。 
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第３章 高齢者福祉サービス等の現状 

第１節 高齢者福祉サービスの実施状況 

１ 生活支援事業 

高齢者の自立した生活を確保するために、生活に必要な支援事業を次のとおり行っていま

す。（事業の一部は、介護保険法における地域支援事業に移行） 
 

（１）赤井川村介護予防・生活支援事業（自立者生活支援事業） 

病弱等の理由により日常生活を営むのに何らかの支援が必要である概ね65歳以上の方に

対し、居宅において自立した生活が営めるよう訪問介護員を派遣し、軽易な日常生活上の

援助を行います。 

 

（２）パートヘルパー派遣事業 

要介護状態や病弱等の理由により日常生活を営むのに何らかの支援が必要である概ね65

歳以上の方に対し、居宅での自立した生活を維持し、安心して生活が営めるよう援助する

ことを目的に、パートヘルパーの派遣を行います。 

※会計年度任用職員制度開始に伴い、令和２年４月１日に廃止されました。 

 

（３）赤井川村介護予防・生活支援事業（生きがいデイサービス事業） 

病弱等の理由により日常生活を営むのに何らかの支援が必要である概ね65歳以上の方に

対し、赤井川村デイサービスセンターにおいて、日常生活訓練、趣味活動等必要なサービ

スの提供を行います。 

 

（４）在宅高齢者除雪支援助成金事業 

65歳以上の村民税非課税の高齢者で除排雪の労力確保が困難な世帯が、冬期間地域にお

いて自立した生活が営めるよう、除排雪に要する経費について助成金を交付します。 

 

２ 緊急通報サービス事業 

在宅のひとり暮らし、または、ひとり暮らしに準じる高齢者で、病弱等のため緊急時に機

敏に行動することが困難な方に緊急通報装置を貸与し、24時間体制で見守りを行う事業です。 

 

３ 高齢者地域ケア推進事業 

在宅高齢者の福祉の向上を図ることを目的に、各種在宅福祉サービスを提供しています。

事業の運営は社会福祉法人赤井川村社会福祉協議会に委託しています。 
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（１）電話サービス 

ひとり暮らしや病弱等により日常生活に何らかの不安を抱える高齢者に対し、電話によ

る安否確認や相談、話し相手を行います。 
 

（２）布団乾燥サービス 

傷病等の理由により寝具の衛生管理等が困難な方に対し、衛生面に配慮した生活が送ら

れるよう布団乾燥機による寝具の乾燥消毒を行います。 

※本事業は、長年利用実績がないことから平成 31 年３月廃止されました。 

 

表３－１－１ 高齢者福祉サービスの実施状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

自立者生活支援事業 9 人/延べ 158 回 10 人/延べ 125 回 8 人/延べ 73 回 

パートヘルパー派遣事業 － －  

生きがいデイサービス事業 6 人/延べ 179 回 4 人/延べ 134 回 4 人/延べ 111 回 

在宅高齢者除雪支援助成金事業 34 世帯 34 世帯 37 世帯 

緊急通報サービス事業 17 世帯 20 世帯 21 世帯 

高齢者地域ケア推進事業 

（電話サービス） 
3 世帯/延べ 364 回 2 世帯/延べ 224 回 2 世帯/延べ 198 回 

高齢者地域ケア推進事業 

（布団乾燥サービス） 
－   

※令和２年度の数値は、令和２年12月末現在 

 

４ 養護老人ホーム 

養護老人ホームは、環境及び経済上の理由で、家庭での生活が困難な高齢者を対象に、介

助や家事など身の回りの世話を行う施設です。本村には施設はありませんが、近隣市町村に

所在する施設への入所により必要な支援を行っています。 

表３－１－２ 養護老人ホーム入所者数 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

２人 ２人 １人 

※令和２年度の人数は、令和２年12月末現在 
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５ その他の高齢者福祉事業 

（１）敬老年金 

長寿を祝い敬老思想の高揚と福祉の向上に寄与するため、村内に１年以上住所を有して

いる70歳以上の方に対し、支給しています。また、満100歳に達した方に対し、お祝状の授

与及び長寿祝金を支給しています。 

 

（２）福祉灯油 

12月１日現在において本村に居住している低所得で70歳以上の老齢者・寡婦・心身障が

い者の世帯に対し、灯油等の暖房費の一部を助成しています。 

 

（３）赤井川村保養センター（赤井川カルデラ温泉）福祉パスポート 

65歳以上の方及び身体障がい者に対し、心身の回復・福祉の向上を図ることを目的とし

て、福祉パスポートを交付しています。また、福祉パスポート保持者に福祉入館券を配布

することで、無料入浴の機会を提供しています。 

 

（４）赤井川カルデラ温泉無料送迎バスの運行 

毎月、第２・第４木曜日に村内一円の停留所を巡る、赤井川カルデラ温泉行きの無料送

迎バスを運行しております。 

 

（５）補聴器購入費補助 

本村に居住する高齢者のうち、難聴のため補聴器を必要とする方に対し、補聴器の購入

費に対し、予算の範囲内で補助を行います。 

 

表３―１－３ その他高齢者福祉事業の実施状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

敬老年金 271 人 284 人 283 人 

敬老会 77歳以上 65／173 人 61／178 人 51/176 人 

福祉灯油 19 世帯 26 世帯 18 世帯 

福祉パスポート 25 人 25 人 8 人 

福祉入館券 延べ 20,076 人 延べ 20,353 人 延べ 13,922 人 

無料送迎バスの運行 延べ 469 人 延べ 393 人 延べ 134 人 

補聴器購入費補助 ２人 ３人 １人 

※令和２年度の人数は、令和２年12月末現在 

※無料送迎バスの運行実績について、第８期計画では往路・復路別で集計を行った。 
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６ 保健サービス 

（１）訪問指導 

生活習慣病の予防、介護予防の観点から保健サービスと医療福祉等のサービスとの調整

を図り、個々のケースで柔軟に対応し、健康管理と自立した生活が送られるように訪問指

導を行っております。 
 

（２）健康教育 

生活習慣病の予防、介護を要する状態になることの予防、その他健康に関する事項につ

いて、正しい知識の普及を図ることにより「自分の健康は、自分で守る」という認識と自

覚を高め、赤井川村保健推進員協議会や赤井川村食生活改善推進員会等と連携を図り、地

域ぐるみの健康づくりを推進しています。 
 

（３）健康相談 

生活習慣病の予防のための「重点健康相談」や対象者の心身の健康に関する一般的事項

についての「総合健康相談」を実施し、個別の生活に応じた健康づくりの支援を行ってお

ります。 
 

（４）基本健康診査等 

自らの健康を見直すことのできる事業で今後も事業の推進を図ります。また、各種がん

検診（胃がん・肺がん・大腸がん・乳がん・子宮がん）についても早期発見、早期治療を

目的とし、健診受診率の向上を図っております。 
 

（５）予防接種支援 

65歳以上の方（一部、60歳以上65歳未満の内部障がいをお持ちの方）に対し、村独自で

インフルエンザワクチンの予防接種を円滑に実施するための支援を行っております。また、

高齢者肺炎球菌ワクチンについては国の基準に基づき、定期予防接種として受診支援、助

成を行っております。 
 

（６）障がい者口腔指導事業 

介護職員が口腔機能向上を図る技術を学ぶことを目的として実施し、あわせてデイサー

ビスセンター利用者の口腔機能の向上を図っております。 

※平成30年度を以て事業目的が達成されたことから事業を終了し、保健師の講話等により啓蒙活動を行うこととした。 
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表３－１－４ 保健サービス事業の実施状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

訪問指導 241 人 149 人 71 人 

健康教育 209 人 192 人 32 人 

基本健康診査等 206 人 195 人 198 人 

高齢者インフルエンザワクチン接種 223 人 237 人 261 人 

肺炎球菌ワクチン接種 49 人 19 人 12 人 

障がい者口腔指導 7 人 － － 

※一部の事業は、全住民対象事業の実績。令和２年度は、令和２年12月末現在 

※平成30年度の訪問指導実績について、ブラックアウト時の訪問を含む。 

 

７ 高齢者向け住宅 

住宅を必要としている方に対し、住宅を貸与しその生活の安定と高齢者福祉の向上に寄与

することを目的としています。しかしながら、村営住宅では約３割が、村有住宅では大半の

住宅が耐用年数を経過していることから、「公営住宅等長寿命化計画」で住宅環境改善事業や

建て替えが予定されています。 
 

（１）高齢者世話付住宅（シルバーハウジング） 

60歳以上の方が地域の中で自立して安全で快適な生活ができるように、福祉施設と住宅

施設の連携を目指した村営住宅等です。この住宅は、入居者の身体状況を考慮したトイレ、

浴室等の設備と、緊急通報システム設置などの安全面に配慮した集合住宅になっておりま

す。入居対象は、単身高齢者、高齢者のみの世帯、高齢者夫婦世帯などです。生活援助員

（住宅戸数30戸に対し１人が標準）が配置されていて、入居者の生活指導・相談、緊急時

の対応などを行います。 

 

（２）寿住宅 

高齢者住宅として、住宅を必要としている方(家庭の事情で家族と別居を必要とする場合

を含む)に対し、生活の安定と高齢者福祉の向上に寄与することを目的としています。 

老朽化が著しく、新たな入居者の受け入れは困難であり、順次取り壊しを進め、住宅を

必要とする高齢者に対してはシルバーハウジングを含む村営住宅若しくは村有住宅を活用

して対応しています。 

表３－１－５ 高齢者福祉サービスの実施状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

高齢者世話付住宅 10／10 戸 10／10 戸 10／10 戸 

寿住宅 １／８戸 １／８戸 １／６戸 

※（入居戸数）／（実戸数）を表しています。令和２年度は令和２年12月末現在 

※高齢者世話付住宅の入居実績のうち１戸はＬＳＡ 
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第２節 介護保険事業及び地域支援事業の実施状況 

平成21年度より介護保険事業（地域支援事業含む）については、後志広域連合と赤井川村（構

成町村）が保険者となり事業を実施しており、第８期計画においても同様に実施します。 

 

１ 介護保険事業 

（１）要支援・要介護認定者数の推計 

要支援・要介護認定者数は横ばいで推移する見込みであり、介護度別にみても同様の傾

向となっています。認定率は第１号被保険者数の減少により令和７年度には24.6％にまで

上昇すると推計されています。これは、後志広域連合、北海道と比較して高い上昇幅とな

っています。 

表３－２－１ 年度別要支援・要介護認定者数及び認定率の推移 
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（２）介護予防サービス・介護サービスの利用状況及び見込量 

本村で利用されている介護予防サービス・介護サービスの１か月当たりの利用者数の実

績と見込みです。令和５年度に向けて大幅な利用者数の変動はなく、横ばいで推移する見

込みとなっています。 

表３－２－２ 介護予防サービスの利用状況及び見込み量（１月当たり利用者数） 

 

表３－２－３ 介護サービスの利用状況及び見込み量（１月当たり利用者数） 
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２ 地域支援事業 

高齢者が要支援状態及び要介護状態となることを予防するとともに、要支援状態及び要介

護状態となった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことが

できるよう支援することを目的に、次の事業を実施しています。 

また、関係機関との連携により、ケースに関する情報の共有化を図り、適切な指導を行っ

ています。 

 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

ア 訪問型サービス事業 

赤井川村訪問介護事業所により、身体介護、生活支援等の日常生活上の支援を行なうサ

ービスを提供しています。 

 

イ 通所型サービス事業 

赤井川村デイサービスセンターにおいて、通所による機能訓練、集いの場等の日常生活

上の支援を行なうサービスを提供しています。 

 

ウ 介護予防ケアマネジメント事業 

赤井川村地域包括支援センターにおいて、訪問型サービス、通所型サービスその他の生

活支援サービスが適切に利用できるようにケアマネジメントを提供しています。 

 

エ 一般介護予防事業 

赤井川村地域包括支援センターにおいて、地域において介護予防に資する自発的な活動

が広く実施され、地域の高齢者が自ら活動に参加し、介護予防に向けた取り組みが主体的

に実施されるよう、高齢者の日常生活に欠くことのできない様々な情報をわかりやすくお

伝えすると共に、「昔の若人おしゃべりサロン」や「元気はつらつ教室」をはじめ、各種団

体・関係機関の協力を得ながら活動の場を提供しています。 
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表３－２－４ 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

訪問型サービス事業 

 利用者数 延べ 17 人 延べ 20 人 延べ 56 人 

通所型サービス事業（通所介護相当サービス事業） 

 利用者数 延べ 125 人 延べ 99 人 延べ 68 人 

通所型サービス事業（通所型サービスＡ） 
※通所介護相当サービスと比較し、人員基準が緩和された事業。（生活相談員、看護職員及び機能訓練指導員の配置が不要。） 

 より軽度な方が利用するサービスである。 

 利用者数 延べ 379 人 延べ 387 人 延べ 285 人 

介護予防ケアマネジメント事業 

 利用者数 延べ 115 人 延べ 93 人 延べ 109 人 

昔の若人おしゃべりサロン 

 
開催回数 14 回 13 回 11 回 

参加者数 延べ 288 人 延べ 309 人 延べ 166 人 

元気はつらつ教室 

 
開催回数 21 回 17 回 8 回 

参加者数 延べ 162 人 延べ 260 人 延べ 141 人 

※令和２年度は令和２年１２月現在 
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（２）包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業 

ア 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営） 

介護保険法の規定に基づき、高齢者が住み慣れた地域でできる限り継続して生活を送るこ

とを支えるために、個々の高齢者の状況やその変化に応じて、適切なサービス、多様な支援

を提供することを目的に、平成19年４月１日から村直営で設置し事業運営を行ってきました。 

平成29年７月１日から事業を委託し継続的に運営を行っています。 

 

（ア）総合相談支援業務 

 地域包括支援センターにおいて、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らし

い生活を継続していくことができるよう、どのような支援が必要かを把握し、地域におけ

る適切なサービス、関係機関または制度の利用につなげる等の支援を行なっています。 

 

（イ）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

 地域包括支援センターにおいて、高齢者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、

主治医と介護支援専門員との連携はもとより、他の様々な職種との多職種協働や地域の関

係機関との連携を図るとともに、介護予防ケアマネジメント、指定介護予防支援及び介護

給付におけるケアマネジメントとの相互の連携を図ることにより、個々の高齢者の状況や

変化に応じた包括的・継続的なケアマネジメントを実現するため、地域における連携・協

働の体制づくりや個々の介護支援専門員に対する支援を行なっています。 

 

表３－２－５ 地域包括支援センター 職員体制 

職種 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

保健師（若しくは準ずる者） － １名 １名 

社会福祉士（若しくは準ずる者） １名 １名 １名 

主任介護支援専門員 １名 １名 １名 

その他 １名 １名 １名 

※基準日：年度末日 
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表３－２－６ 地域包括支援センター運営の実施状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

総合相談業務 

 地域におけるネットワーク構築（会議等） 39 回 16 回 42 回 

 実態把握 

  訪問（新規） 38 回 65 回 168 回 

  訪問（継続） 28 回 16 回 57 回 

  稼働（新規） 0 回 127 回 208 回 

  稼働（継続） 0 回 29 回 113 回 

 総合相談支援 

  初期段階の相談対応（新規） 32 回 79 回 29 回 

  継続的・専門的な相談支援 

   継続的 14 回 18 回 57 回 

   専門的   5 回 

  救急医療情報キット事業（保有者） 92 人 101 人 100 人 

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

 関係機関との連携体制構築への取り組み 

  関係機関との連携体制構築への取り組み 47 回 0 回 4 回 

  入院・退院、入所・退所時の連携 0 回 0 回 1 回 

 介護支援専門員に対する日常的個別指導・相談 

  相談・支援・情報提供等 17 回 12 回 0 回 

※令和２年度は令和２年１２月現在 

※救急医療情報キット事業はR3から在宅医療・介護連携推進事業として実施する。 
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イ 任意事業 

介護給付等費用適性化事業、家族介護支援その他介護保険事業の安定化や被保険者の地

域における自立した日常生活の支援を行うため、必要な事業を実施しています。 
 

（ア）家族介護支援事業 

高齢者を介護している家族の身体的・精神的・経済的負担の軽減を図ることを目的に、

次の事業を実施しています。 

 

ａ 家族介護教室 

地域包括支援センターにおいて、家庭において家族を介護する者が、より安心して介

護ができるよう、要介護者を極力ねたきりにさせないように配慮しつつ、適切に介護の

知識・技術の習得、外部サービスの適切な利用方法を習得することで、介護についての

精神的・肉体的負担の軽減を目的として開催しています。 

ｂ 家族介護慰労金 

市町村民税非課税世帯の要介護４または要介護５の在宅高齢者が、１年間介護サービ

スの利用がなく（１週間までのショートステイの利用は除く。）、かつ、長期入院（概ね

３か月以上）をせずに在宅で過ごした場合、その高齢者を在宅で介護している家族に対

し、慰労金を支給しています。第７６期計画期間中の対象者はありませんでした。 

 

（イ）その他事業 

地域の実情に応じた独自のサービスを実施します。 
 

ａ 成年後見制度利用支援事業 

判断能力が十分でない高齢者、知的障がい者、精神障がい者等による民法で定める成

年後見制度の利用を支援し、対象者の権利を守っています。村は周知啓発を、地域包括

支援センターは事業利用にあたっての相談支援を担い、協働して取組を進めています。 

ｂ 認知症サポーター等養成事業 

地域包括支援センターにおいて、認知症に関する正しい知識を習得し、地域や職域に

おいて認知症の人や家族を支援する認知症サポーターを養成することにより、認知症と

なつても安心して暮らせる地域づくりを推進しています。 

ｃ 地域自立生活支援事業 

シルバーハウジングに居住する高齢者に対し生活援助員を派遣し、入居者が自立し安

全かつ快適な生活を営むことができるよう、その在宅生活を援助しています。 

  



高齢者保健福祉計画 

139 

表３－２－７ 任意事業の実施状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

任意事業 

 家族介護支援事業 

  家族介護教室 ５回/27 名 － ０件 

  家族介護慰労金 ０件 ０件 ０件 

 その他事業 

  成年後見制度利用支援事業 

   相談受付件数 ０件 ０件 １件 

   利用支援件数 ０件 ０件 ０件 

  認知症サポーター等養成事業 

   養成講座の開催 ３回 １回 １回 

   養成数 ５３人 ９人 ７人 

  地域自立生活支援事業 表３－１－５のとおり 

※令和２年度は令和２年１２月現在 

 

（３）包括的支援事業（社会保障充実分） 

ア 在宅医療・介護連携推進事業 

地域包括支援センターにおいて、医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み

慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることが出来るよう、在宅医療と介

護を一体的に提供するため、医療機関と介護事業所などの関係者の連携を推進しています。 
 

イ 生活支援体制整備事業 

日常生活上の支援が必要な高齢者が、住み慣れた地域で生きがいを持って在宅生活を継

続していくために必要となる多様な主体による多様な生活支援・介護予防サービスの提供

体制を構築するため、支援ニーズとサービスのコーディネート機能を担い、サービスを提

供する事業主体と連携して支援体制の充実・強化を図っています。 

令和２年度から赤井川村社会福祉協議会へ委託し事業を行っています。 

 

ウ 認知症初期集中支援推進事業 

地域包括支援センターにおいて、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集

中支援チーム」を配置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築しています。 

 

エ 認知症地域支援・ケア向上事業 

地域包括支援センターにおいて、認知症の容態の変化に応じ、すべての期間を通じて、

必要な医療、介護及び生活支援を行うサービスが有機的に連携したネットワークを形成し、

認知症の人に対して効果的な支援が行われる体制を構築するとともに、地域の実情に応じ

て、認知症ケアの向上を図るための取り組みを推進しています。 
 

オ 地域ケア会議推進事業 

介護予防及び生活支援の観点から、介護サービス及び介護予防サービスの適切かつ効果
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的な実施による村民の自立支援を促すとともに、介護保険費用の適切な運用を行うことを

目的として、赤井川村地域ケア会議を設置しています。 

地域ケア推進会議は介護保険課で、地域ケア個別会議は地域包括支援センターで運営を

行っています。 

 

表３－２－８ 包括的支援事業（社会保障充実分）の実施状況 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

在宅医療・介護連携推進事業 

 地域の医療及び介護の資源の把握 0 回 21 回 11 回 

 在宅医療及び介護連携の課題の抽出と対応策の検討 0 回 0 回 1 回 

 医療及び介護関係者の情報共有の支援 0 回 16 回 2 回 

 在宅医療及び介護連携に関する相談支援 30 回 9 回 11 回 

 医療及び介護関係者の研修 0 回 1 回 1 回 

生活支援体制整備事業 

 生活支援コーディネーターの配置（第1層） 1 人 1 人 1 人 

 生活支援コーディネーターの配置（第２層） 2 人 3 人 2 人 

 広報紙の発行・配布 1 回 4 回 3 回 

 実態把握 － － 634 回 

 座談会等の開催 2 回 3 回 1 回 

 研修会等の開催 0 回 0 回 1 回 

 ニーズとサービスのマッチング － － 35 件 

 協議体の開催 12 回 12 回 9 回 

認知症初期集中支援推進事業 

 認知症初期集中支援チームの設置 1 チーム 1 チーム 1 チーム 

 チーム員会議・検討委員会の開催 10 回 1 回 0 回 

認知症地域支援・ケア向上事業 

 認知症地域支援推進員の配置 1 名 1 名 1 名 

 認知症カフェの開催 

  開催回数 0 回 3 回 1 回 

  参加者数 0 名 25 人 2 名 

地域ケア会議推進事業 

 地域ケア推進会議の開催 13 回 11 回 9 回 

 地域ケア個別会議の開催 12 回 3 回 1 回 

※令和２年度は令和２年１２月現在 
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第４章 高齢者保健福祉計画の推進 

第４期赤井川村総合計画～わたしの赤井川２０２５プラン～では、「健やかで安心して暮らせ

るあかいがわ」を第２章に位置づけ、その中で高齢者支援について、下記の９項目を高齢者福

祉の基本計画としています。 

平成27年度介護保険法改正において、行政の役割は「サービスをつくる」から「地域をつく

る」へ移行され、赤井川村でも平成30年度から「生活支援体制整備事業」により行政主体から

住民主体による「活動の支援」や「資源の発見」を推進してきました。 

しかしながら、住民主体のサービスについては、今後も新たな支援の仕組みの検討やそれら

の定着に向けた支援が必要であり、引き続き生活支援体制整備事業を推進していきます。 

また、今期計画策定に当たって独自アンケートの実施は行っていませんが、令和２年３月に

作成された「第四期赤井川村総合計画後期基本計画策定のための村民アンケート調査結果報告

書」によると、保健事業や高齢者事業については満足度が高いことが分かっており、現行の制

度や事業を大きく見直す必要性は低いと判断できることから、利用実績を勘案しつつ現在の内

容を維持継続することとします。逆に、優先度が高い事業としては、「路線バスの状況」が挙げ

られ、住みたい環境を整える取り組みとしても「公共交通の充実」が１位となっています。 

公共交通の取り組みついては、前計画にも掲載され取り組みを推進してきましたが、課題の

解消には至っておらず、重点施策として推進する必要があります。 

これらを踏まえ、今後も高齢者が住み慣れた地域で、より活動的・積極的に毎日を過ごすこ

とができることを目標として、本村の高齢者保健福祉を推進していきます。 

 

 

  

（参考）第４期赤井川村総合計画「わたしの赤井川 2025 プラン」後期基本計画 

における高齢者支援の施策体系 

（１）生きがい施策の推進 

（２）高齢者の健康の維持・増進 

（３）高齢者の暮らしの支援 

（４）介護保険サービスの提供 

（５）介護予防・生活支援サービスの提供 

（６）地域リハビリテーション活動支援事業の実施 

（７）在宅医療・介護連携推進事業の実施 

（８）生活支援体制整備事業の実施 

（９）認知症総合支援事業の実施 
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第１節 生活支援事業 

これまで、介護保険制度においては、軽度な要介護にある高齢者の増加に伴い予防給付の充

実が図られ、平成29年度からは介護予防・日常生活支援総合事業によって介護認定によること

なく、簡易なチェックリストによって介護予防給付と同様のサービスが利用できることとなり

ました。 

一方で、赤井川村においては介護保険制度創設期より要介護状態に満たない高齢者を支援す

るため、独自施策として「介護予防・生活支援事業」を行ってきましたが、介護予防サービス

の対象者と重複する事例が散見されており、ケアマネジメントに少なからず支障が出てきてい

ることが課題として挙げられます。 

このため、村の「介護予防・生活支援事業」については、本計画期間中にその必要性につい

て検証し、介護保険制度の改正に応じた見直しを検討することとします。 

 

・介護予防・生活支援事業（自立者生活支援事業） 

・介護予防・生活支援事業（生きがいデイサービス事業） 

 

次の事業については、今後も引き続き実施します。 

・在宅高齢者除雪支援助成金事業 

 

第２節 緊急通報サービス事業 

在宅のひとり暮らし、またはひとり暮らしに準じる高齢者に、緊急通報装置を貸与します。 

 

第３節 高齢者地域ケア推進事業 

事業の運営は社会福祉法人赤井川村社会福祉協議会に委託し、引き続き実施します。なお、

利用実績が減少していることから、事業効果の見極め、代替手段の確保の検討を行いながら取

り進めます。 

 

・電話サービス 

 

第４節 養護老人ホーム 

養護老人ホーム入所に係る支援を、今後も継続します。 

 

第５節 その他の高齢者福祉事業 

次の事業については、今後も引き続き実施します。 
 

・敬老年金 
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・福祉灯油 

・赤井川村保養センター（赤井川カルデラ温泉）福祉パスポート 

・赤井川カルデラ温泉無料送迎バスの運行 

赤井川カルデラ温泉無料送迎バスの運行については、赤井川村地域公共交通活性化協議会に

おいて策定する公共交通計画に基づき、事業目的及び内容について抜本的に見直し、充実を

図ります。 

・補聴器購入費補助 

・悠楽学園大学事業 

・老人クラブ運営支援事業 

 

第６節 保健サービス 

高齢者に特定した事業は実施しておりませんが、今後も保健担当部署と連携し、次の事業を

実施していきます。 
 

・訪問指導 

・健康教育 

・健康相談 

・基本健康診査等 

・予防接種支援 

・歯科保健事業 

 

第７節 高齢者向け住宅 

高齢者向けの住宅の確保については、「赤井川村公営住宅等長寿命化計画（H30.3）」において、

悠友団地の改善事業（屋上防水、外壁補修、給湯器改修）により住宅の長寿命化、環境改善が

予定されています。 

また、平成26年より計画的に公営住宅の建て替えが進められており、平成26年に１棟８戸（赤

井川団地しらかば棟）、平成28年に１棟８戸（都団地むらさきやしお棟）、平成29年に１棟８戸

（赤井川団地もみじ棟）が整備されました。 

住民ニーズとしては、高齢者の所得及び世帯構成、身体状況に応じた住まいの確保が求めら

れており、これらを念頭に整備を進めていきます。 

なお、寿住宅については引き続き取り壊しを進めていきます。 
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第５章 介護保険事業及び地域支援事業の推進 

平成21年４月より介護保険事業は後志管内16町村で行政事務を共同処理する「後志広域連合」

を保険者として実施しており、介護保険事業の実施主体は後志広域連合及び赤井川村（構成町

村）となります。 

地域包括ケアシステム構築の実現に向けて、国や道が示す基本的理念や方針を踏まえて、高

齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活ができるよう、赤井川村は必要なサービ

ス提供や各種施策を展開し、後志広域連合は構成町村の取り組みが効果的に実施できる様、安

定的な介護保険運営の推進及び構成町村への支援を行なっていきます。 

第１節 介護保険事業 

介護保険事業について、本村では引き続き窓口での相談や申請書等の受付業務及び受け付け

した申請書等や各種資料の進達などを行い、具体的事務の大半は、後志広域連合において共同

処理を行います。 

なお、本村（構成町村）と後志広域連合での業務分担は、次のとおりとなります。 

 

 赤井川村が行う主な業務 後志広域連合が行う主な業務 

資格管理 ・異動等の窓口業務 

・被保険者証の再交付 

・被保険者のデータ管理 

・被保険者証の発行、交付 

介護認定 ・申請交付 

・介護認定調査、1 次判定 

・認定審査結果通知 

・認定審査結果の管理 

給付管理 ・申請受付 ・介護、予防給付 

・現物又は現金給付 

・負担限度額認定等 

・負担割合証の発行 

指定地域密着型 

サービス事業者 
－ 

・指定地域密着型（介護予防）サービス事

業者の指定申請の受理、審査、決定等 

指定介護予防 

支援事業者 
－ 

・指定介護予防支援事業者の指定申請の受

理、審査、決定等 

介護保険事業 

状況報告 

・データ提供 ・事業状況報告作成 

地域支援事業 ・介護予防・日常生活支援総合事業の実施 

・包括的支援事業・任意事業の実施 

・構成町村への委託 

地域包括支援 

センター 

・地域包括支援センターの設置、運営 ・地域包括支援センター設置届の受理、審

査 

・地域包括支援センター運営協議会設置、

運営 

介護保険事業 

計画 

・高齢者保健福祉計画の策定 ・介護保険事業計画の策定 

保険料の賦課 

及び徴収 

・所得情報等の提供 

・徴収協力 

・賦課、納入通知書等の発行 

・保険料の徴収 

財政運営 ・負担金の納付 ・介護保険事業特別会計の設置、運営 

・介護保険基金の管理 
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第２節 地域支援事業 

平成27年の介護保険法改正を受け、地域支援事業は大幅に再編されました。赤井川村でも平

成28年度より地域支援事業の改編を行い、平成29年7月から地域包括支援センターの運営、令和

2年4月から生活支援体制整備事業を外部委託することとしました。外部委託を継続し、今後も

地域の実情に応じて関係機関と連携を図りながら事業を実施していきます。 

 

１ 介護予防・日常生活支援総合事業 

 

（１）訪問型サービス事業 

（２）通所型サービス事業 

第４章第１節生活支援事業において述べたとおり、村の独自施策である「介護予防・生

活支援事業」と対象が重複していることから、見直しを検討し、適切な対象へ適切な介護

予防サービスが提供できるように取り組みます。 

 

（３）介護予防ケアマネジメント事業 

介護予防ケマネジメント業務については、多くの自治体において地域包括支援センター

の業務負担となっており、赤井川村においては問題が顕在化している状況にはありません

が、業務実態を把握し、必要に応じて居宅介護支援事業所への委託を検討します。 
 

（４）一般介護予防事業 

一般介護予防事業については、「元気はつらつ教室」「昔の若人おしゃべりサロン」への

参加者が固定化され、新たな参加者が少ないことが課題となっています。このため、外出

や運動を行っていない方の状況把握や事業の見せ方・広報の工夫、介護予防の必要性につ

いての啓発に取り組みます。 

また、地域包括支援センターを委託している医療法人との連携体制があることによって、

他町村と比較してリハビリテーション専門職の確保が比較的容易であることから、地域リ

ハビリテーション活動支援事業の活用を検討し、リハビリテーション専門職の介入による

一般介護予防事業の質の向上に取り組みます。 

さらに、「保健事業と介護予防の一体化」の推進に向け、ＫＤＢ（国保データベース）等

の分析による保健事業と介護予防事業が連動した取り組みを推進します。 

 

２ 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業 

（１）包括的支援事業（地域包括支援センターの運営） 

ア 総合相談支援業務 

イ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

 

高齢者が、住み慣れた地域で効果的な包括的ケアを受けられるようにするためには、地

域包括支援センターに配置された保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員等の専門職が、

その知識や技能をお互いに活かしながら、地域で高齢者の抱える様々な生活課題を柔軟な
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手法で解決していくことが必要であり、これらの人材の資質の向上が重要です。このため、

後志広域連合等が開催する研修に積極的に参加するよう促し、資質の向上を図ります。 

また、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務については、厚生労働省「地域包括支

援センターの事業評価を通じた機能強化について」に基づく事業評価によって、全国平均

よりも大きく下回っている業務であり、地域ケア個別会議でのケース検討と合わせて介護

支援専門員への支援に一層取り組みます。 

 

（２）任意事業 

ア 家族介護支援事業 

（ア）家族介護教室 

（イ）家族介護慰労金 

イ その他事業 

（ア）成年後見制度利用支援事業 

（イ）認知症サポーター等養成事業 

（ウ）地域自立生活支援事業 

 

高齢者が地域で自分らしい生活を継続するためには、高齢者の持つ権利を守ることが必

要となります。赤井川村では、令和２年６月に高齢者・障がい者虐待防止・対応マニュア

ルを作成したことから、マニュアルに基づき高齢者・障がい者虐待に対する防止や、万が

一虐待が発生した場合の対応方法や支援体制の充実を図り、高齢者・障がい者虐待のない

むらづくりを目指します。 

また、判断能力が低下している高齢者に対し、成年後見制度利用支援事業の活用や、小

樽・北しりべし成年後見センター等との連携などで、成年後見制度の利用を促進し、赤井

川村社会福祉協議会との連携では、日常生活自立支援事業をはじめとした、各種事業の活

用について、住民や関係機関へ情報提供します。 

家族介護教室、家族介護慰労金、地域自立生活支援事業（シルバーハウジング生活

援助員派遣事業）、認知症サポーター養成事業については、住民ニーズを勘案し、見直しを

図りながら引き続き実施します。 
 

３ 包括的支援事業（社会保障充実分） 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

在宅医療・介護連携推進事業については、令和2年に地域の医療マップを整理し「赤井川村

暮らしの便利帳」として冊子にまとめました。本計画期間においてはマップ等の内容更新や

冊子を利用し住民周知に一層取り組みます。 

また、高齢者の入退院に係る情報をいち早く把握し、介護サービスや地域支援事業など退

院後の円滑な支援に繋げるため、令和2年11月より余市協会病院と「地域医療福祉連携室との

入退院調整マニュアル」に基づき情報共有の取り組みがスタートしました。今後も医療機関

との情報共有の在り方については改善を図りながら取り進めます。 

事業の推進に必要となる専門職との連携に関しては、後志広域連合で取り組む専門職派遣

の仕組みづくりの動向を注視し、活用の場面を具体的に想定し取り組みを検討します。 
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（２）生活支援体制整備事業 

生活支援体制整備事業については、平成30年4月に協議体を発足させ、介護保険制度の勉強

会やこれからの地域づくりについての研修実施を経て、地域の取り組みの把握や住民の生活

実態や困り事について話し合い、令和2年4月に赤井川村社会福祉協議会へ事業委託されてか

らは社協事業とも連動を図り、生きがいづくりの諸活動を掘り起こし、新たな資源として住

民に提供するなどの取り組みを行ってきました。 

困り事として挙げられた課題、有償ボランティアの仕組みづくり等の地域づくりのアイデ

アなど協議すべき内容は多く、引き続き課題解決に向けて協議体構成員とともに取り組みま

す。 

 

（３）認知症初期集中支援推進事業 

認知症初期集中支援チームについては、地域包括支援センターの委託と合わせ平成29年7

月から設置をしています。扱うケースは一般相談等における支援では本人・家族が課題を解

決、対応ができないものであり、対応ケースはごく少数となっています。 

このため、定期的にチームの果たすべき役割を振り返り、チーム員や関係機関が円滑に対

応できるようケース検討等に取り組みます。 
 

（４）認知症地域支援・ケア向上事業 

認知症地域支援・ケア向上事業については、地域包括支援センターに認知症地域支援推進

員を１名配置し、認知症カフェの開催等を行ってきました。 

赤井川村では認知症を原因疾患として要介護認定を受ける方が増加傾向にあり、引き続き

必要な医療、介護及び生活支援を行うサービスが連携し、認知症の人及びその家族に対して

効果的な支援が行われるよう取り組みます。 

 

（５）地域ケア会議推進事業 

地域ケア推進会議については、地域包括支援事業推進事業アドバイザー業務を活用して開

催が定着し、ＳＯＳネットワークの構築、虐待対応マニュアルの策定、関係機関の役割分担

の検討からそれぞれの事業課題の洗い出し、各種事業要綱の見直し、研修の実施等に取り組

んできました。 

今後においても、本計画に定める各種事業の課題について、具体的な取り組み等の検討を

進めます。 

また、地域ケア個別会議については、高齢者の自立支援・重度化防止に向けて「自立支援

型」地域ケア会議として運営を推進します。 
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第６章 その他の取り組みについて 

１ 公共交通の体制整備 

北海道中央バス「余市‐赤井川線」の日曜・祝日運休に係る議論を契機として、令和元年９

月に赤井川村地域公共交通活性化協議会が発足し、本村と村外を結ぶ「公共交通」、村内の往来

のための「域内交通」、介護保険制度や障がい福祉サービス等による「法定サービスによる交通」

と３つのテーマを設定し検討が行われています。 

今後、これらの検討結果により公共交通計画が策定され、実証事業を行いながら、多様な村

内外への移動手段の安定的確保対策を推進します。 

 

２ 世代間交流と情報発信の充実  

地域包括支援センターや生活支援コーディネーターが行っている戸別訪問の内容から、住民

の認知症に関する正しい理解が不足していることが課題として浮き彫りとなっており、認知症

や年齢を重ねることによってみられる心身の状態変化を理解してもらえるような講話や講演会

などを企画・検討し、認知症になっても地域で安心して生活することができる意識の醸成を図

ります。また、世代間交流の場が少ないことから悠楽学園大学の取り組みにおいて、住民全体

を対象とする講義を設けるなど交流の場づくりに取り組みます。 
 

３ 介護サービス事業所の運営について 

これまで、赤井川村では介護保険における、介護サービス事業所を運営（通所介護、訪問介

護、居宅介護支援）してきましたが、住民サービスの向上と効率的な運営を図るため、外部委

託も含めた運営のあり方について検討を進め、赤井川村デイサービスセンター及び赤井川村訪

問介護事業所については指定管理、赤井川村居宅介護支援事業所については赤井川村社会福祉

協議会へ事業譲渡し運営支援を行う方針を定めました。 

赤井川村居宅介護支援事業所は令和２年４月より事業譲渡を行い、赤井川村社会福祉協議会

居宅介護支援事業所の運営が開始され、赤井川村デイサービスセンター及び赤井川村訪問介護

事業所については、新型コロナウィルス感染症の影響により開始時期を延期し、令和４年４月

以降から指定管理者による運営を開始する予定としており、今後も方針に則り介護サービス事

業所の運営施策を推進します。 
 

 


